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事業体間の相互評価情報を用いた調和的な効率 性 評価 法 

杉山学 山田善 靖 
東京理科大学 

( 受理 1994  年 5  月 16  日 : 再 受理 1995  年 3  月 14  日 ) 

和文概要 事業体の経営効率を評価する際に， DEA(DataEnvelopmentAnalysis) が他の 評 
価 法と大きく異なる点は・分析対象となる事業体の評価を全て同じ基準で打うのではなく， 各 事 
業体にとって最も有利な基準で評価を行う点にある・このような特徴から DEA は，自己中心的 
に評価を行う方法であるととらえることができる・そのために， 各 事業体が行った評価基準に対 
しお互いに口を出せる状況の下では，他の事業体で月いられた評価基準にっいて不満を抱くこ 
とが考えられる ・ なぜなら，他の事業体の評価基準を用いた評価結果 ( 相互評価 ) は ， 時として自 
己 に月して不当に不利な評価を下すため，納得しにくい場合が少なくない・また，評価者にとっ 
ても許容できない評価基準が用いられることもあり，そうした場合には，評価結果 に納得がいか 
ないと考えられる ・ そこで本論文は，このような状況下で，集団を構成する評価者と各事業体が ， 

合意を形成しながら 統 ―した評価を行うための新たな効率 性 評価法を提案するものである・ 
この提案する効率 性 評価法では， DEA の最適ウェイ トの 解を利用して相互評価を算出す 

るが，その際に解がユニークに定まらない点が間題となる ・ そこで本論文では，最適ウェイ ト 

の 解をユニークに定める 1 つの方法を提案する ・ また，この効率 性 評価法を用いることで，従 
来 DEA だけの分析では行えなかった DEA 効率的と判定された事業体間の更なる 擾劣 比較 や， 

DEA 非効率的と判定された事業体間の優劣比較が行えることを示す ・ そして最後に分析例とし 
て，わが国の電気事業体の効率性分析を行う際に，集団の合意形成が必要な状況を考え，実際の 
データを用いて評価分析する   

ユ ・ はじめに 
DEA(DataEllVPlopmWnltAnlaly ， sis) は C;harneS ， Cooper ら [3] で提案されて以来， Se 汁 Ord 

の文献目録 [16l の中で確認できるように数多くの研究がなされてきている・近年日本におい 
ても DEA の研究 ( 橋本 固 ・山口・ 福川 [ ら [12] ・ 末吉 [18,19l ・ 刀根 [222.23l ・筆者ら [25726l 等 ) 
が活発に行われ話題となっている   

事業体の経営効率を評価する際に・ DEA が他の評価法と大きく異なる点は、分析対象と 
なる事業体の評価を全て同じ基準 ( ウェイト付け ) で行うのではなく・ 各 事業体にとって最 
も有利な基準で評価を行う点にある・このように各事業体の良い面 を評価してやることで「 
その評価結果 に対する不満をできる限り和らげていると解釈できる ・ しかし「 当該 事業体に 
とって最も有利に行った評価基準に対しお互いに口を出せる状況下では ・ 他の事業体で用い 
られた評価基準について不満を抱くことが考えられる ・ なぜなら・他の事業体の評価基準を 
用。 た評価結果 ( 相互 評 fm) は ・ 必ずしも自己に対して有利な結果 をもたらすとは限らない・ 
そうした場合には・評価結果 に対する納得を得がたい ・ また・評価者にとっても許容できない 
評価基準が用いられることもあ 。 ) ・そうした場合にも ・ やはり評価者にとって・納得がいかな 
。と考えられる・このような状況では・集団を構成する評価者と各事業体が・合意を形成しな 
がら 統 ―した評価を行うことが困難になる ・ そこで本論文は・上述のような状況下で、集団の 
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160 杉山、山田 

合意を形成しながら 統 ―した評価を行うための新たな効率 性 評価法を提案するものである・ 
集団の合意形成過程は様みあるが ・― 般 に集団の合意をスムーズに形成するためには「 " 最 

初に本音の意図を入れて・最後は民主的に決め F    状況が多いと考えられる ・ そこで，上述の 
ような事業体間で相互評価を行うような状況下でも，このような集団の合意形成過程が有効 
であるとし新たな効率 性 評価法を提案する ・ より詳しく述べるならば・この提案する効率 
性 評価 法は ー調和 (aCCo)mllmllodlateL するという概念を導入し 1) まず本音の意図として・評 
価者の意向と調 オ げしながら事業体間の相互評価を行い r ・ 2) ついで民主的に，全事業体群 と 
ー調和 " しながら個みの事業体に統―した評価をするという 2 段階で行うものである・この 
事業体間の相互評価というのは・ DEA で分析対象の事業体を評価する際に用いたウェイト 
付けによって・その他の事業体がどのように評価されているかを表すものである・実際にこ 
の 相互評価は・ DEA モデルの中では制約条件としてのみ利用されている ・ また・集団の合意 
をスムーズに形成するためには， 各 事業体の用いた評価基準が， 相柑 的にどの程度片寄って 
いるかを自覚させることが有効であると考えられる ・ そこで，それを表す指標値を提案する・ 

この提案する方法で効率性を評価する場合に大きな問題となるのが、 DEA のモデルを解 
いた結果 得られる最適ウェイ トの 解がユニークに定まらない点である ・ なぜなら，ユニーク 
に定まるとは限らない最適ウェイ トの 解から得られる相互評価情報を用いて，効率性を議論 
することは ・ 全く違った解釈につながる可能性があるからである・本論文と同様に ， 何らか 
の 意味において 柏互 評価情報を用いた既存の研究として文献 ほ 、 13 ，のがあげられるが，こ 
れらの論文では最適ウェイ トの 解のユニーク性の問題を十分に扱っていない・最適ウェイ ト 

の 解をユニークに定めるには，既存の DEA の方法の中だけでは決められないので，何らか 
の 追加の情報なり決め方の考え方や基準を導入しなければならない・そこで「この問題に対 
して本論文では効率性を評価したい評価者が理想的なウェイ ト の値を抱いていると仮定し 
て・ それに― 香 近いウェイト値の組を採用することで「最適ウェイ トの 解をユニークに定め 
る方法を提案する・その上で新たに事業体間の 柏互 評価として調和効率値 (ACCOmmodation 
Efficf 「 nlcv) と調和効率性行列 (Acco)mlmllo)dlationEffiCiencyMIatrix) を定義する ・ 

本論文の構成は次のようになっている   まず， 2 章では，本論文が想定する状況から提案 
する効率 性 評価法の特徴と意義を述べる・ 3 章では基本的な DEA モデルを示し，問題点を 
あげる・ 4 章では・最適ウェイ トの 解をユニークに定めるための方法を提案し，調和効率値と 
調和効率性行列を定義する・ 5 章では，調和効率性行列から 統 ―した効率値を定義し，算出す 
る方法を示す ・ また。 各 事業体の評価に用いられたウェイ トの 組が，相対的にどの程度片寄っ 
たものであるかを評価する方法を提案する・ 6 章では，本論文で提案された効率 性 評価法を 
使い，わが国の電気事業体の生産性に関する効率性分析を行う・ 7 章では本論文をまとめ， 将 
来の研究課題を検討する・ 

2 ・ 本論文が想定する状況と提案する効率 性 評価 法 
木章では、まずこの効率 性 評価法を提案するに至った背景について説明し，ついで本手法 

の具体的な手順を示す ・ 

企業の業績評価を行う専門家達に対して， DEA による業績評価を説明したところ実際に 
次のようなコメントが出された ・ それは，「分析対象となる事業体にとって最も有利に評価 
してやることで・その事業体は評価結果 に対して満足するかもしれないが「それ以外の事業 
体 はその評価に対して満足しないだろう ・ ましてや・評価者も満足しないだろう ・ 」という 
ものであった ・ 彼らのこの主張は， DEA モデルの観点から解釈すると次のようになる ・それ 
は・ 「 DEA では・分析 柑 象の事業体にとって最も有利になるように最適ウェイ ト を決定し， 
効率，性を評価している・その時の評価に用いた最適ウェイ トマ ・分析対象以外の事業体も効 
率性の評価 ( 相互評価 ) が行える ・ しかし他の事業体にとっては ・ 必ずしもそれぞれが公平 
に評価されるとは限らず ・ 他に比べて不利な評価を強いられるものが出てくる，そうした事 
業体にとっては・その評価は納得いくものではない・また・評価者にとっても各事業体が自 
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由にウェイト付けできるので・許容できないウェイト付けがなされることがある ・ 」という 
ものである ・ つまり彼らは・分析対象である全事業体群に対して・従来の業績評価と同様に 
統 ―した評価を行うことを期待していたのである ・ なぜなら・評価者と分析対象となる各事 
業体の全てが ・ ある程度納得のいく評価基準でなければ，その評価結果 に対する普遍性が保 
たれないのではないかという指摘である ・ 

この主張を受け入れるならば，集団を構成する評価者と各事業体の合意を形成しながら 
統 ―した評価を行わなければならない・このためには・ 1 章でも述べたように，まず評価者の 
意向と ‥ 調和 (a ぐ ( ・ OlMll()(latP)" しっいで全事業体群 と " 調千 a" することが有効であると考え 
る・ なぜなら、このような過程を通 じて両者の意向と " 調和 " することで、次第に主張の対立 
が減少して理解と協調が増進し結果 として集団の合意がスムーズに形成されるのではない 
かと考えるからである・本論文では・以上の要求を満たす手法として ・ 新たに事業体間の相 
互評価情報を用いた調和的な効率 性 評価 法 " の 提案を行う・ 

具体的に本論文で提案する効率 性 評価法の手順は ， 次のような 2 段階を踏むものである   

    はじめに DEA を行い，評価者の意向と " 調和 " しながら DEA の最適ウェイ トの 解を 
ユニークに定め・相互評価を算出する・ ( 調和効率値の算出 ) 

・ 2) その上で ・ 次に全事業体群 と " 調和 " しながら個 々 の事業体に統―した評価を打うため 
に・相互評価の値を行列形式で表現したものから最大固有値に対する固有ベクトルを 
算出しそれを用いて続―した効率 性 評価を与える ・ 

( 調和統合効率値の算出 ) 

評価者の意向とは・通 常 " 評価者が抱く理想的なウェイト 付 げだけかもしれないが，本論文 
ではより強い評価者の意向を想定している・その意向とは， 可価 者が抱く理想的なウェイト 
付げと有利に評価をしてあげたい事業体 ( えこ ひいき ド を含むものである ・ なぜなら本 
論文が想定する状況では・評価者が先験的な知識 ( かなり強い意向 ) を持つことが予想されう 
るからである・ 

この効率 性 評価 法 は上述したような状況において，集団を構成する評価者と各事業体の 合 
意を干を成しながら， 統 ―した言平価を イ了 うことから " グループ DEA(Gr()IIl)DataEnvelopment 
Alla れ 卜 FL と口 乎 ぶことができよう ・ 

3 ・ DEA モデル 
DEA に関する記述は様 4 であるが [5 ・ 18 ， 22 ， 23 ， 24] ，記号，表現の 統 ―をはかるため近 

年の C ・ ooper ， 刀根 ，高森、 末 吉の文献固に従って，以下のように記述する・ 
DEA では，分析対象となる事業体を DMU(DeCisionMakingUnlitj と呼び，その DMU 

は全部で 川 " 個 あるものと仮定する ・ さらに各 DMU,(j 二 l ， ・，・，刈 は、共通 した入出 カ項 
目を持ち ， "7 卜 種の入力 T" ノ 0 い :1 ，・，・ ， 川 ) を使い ， " 寸   種の出力 川   ， ノ 0( 「 =1 ， " ・， 司 
を産出していると仮定する・分析寸寸象とする各 DMU 。 (O 二 lr" ・ ， 川 ) に対する DEA の基本 
的なモデルである C ， CR モデルは、 

Ill   
最小化 # 。 - ，ぼ， +2  ， ) ， 

l ― 1 『 --1   
帯 U 糸勺 ひ o.f 。 ， o ― Z ・ f ・ lJ 八ソ O ― S7O ﾑ O ，   i 二 l 、 ・・・， 7/f     

^'=1 
ﾇ 

^U 「   ̂ Jo  -  S -0  「 ﾑ  Vroi   r  =  l@ ◆ . ● @  )   
ノー l 

八 Jo  主 0   (j  二 l ， ‥・、ヰ @)   
  ぢカ ) ノ ― U   ( 丁二 ]L@        ls)   

  尺ノ ― 0   (?'  =  1,...,?/;)   

(1) 

とパ 1) の双対 問題 
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最大化 と。二二 け「。ひ「。、 

，・ ― @   
条 f 牛 y  i^i ワ .i-i ひ =  i   

@ ― ― 1     ― Z  L ， ひ r ， J  Z  N ， o ワ 「 J  三 O  r  (J  二 l ） 

l ― ― l l ・― ― l 
N ，・ O  ノ三 ―   ） ( ・ 7 。 二 1 
ノー       ― ― 1           丁丁 f)   

で表現される・ DEA モデルでは DMU 。の経営効率 d 。を 、 川 個の 全 DhIU 群の経営活動と 
の 相対比較を行うことで求めている ・ そして， (1) の 6 。の 最適 値叱を DEA 効率値 (DEA 
(ffic ・ ienlCy) と呼び・この DEA 効率値が代 :1 かつ，全てのスラックが 5Fr5 ブ二 0 である 
場合， DhIU 。は DEA 効率的と判定される ・ また，それ以外の場合 ( 叱二 1 かっ ， 少なくとも 
1 つ 以上のスラックが ， s@+x ，，プ >0 である場合と ，ぽく 1 の 場合 ) は、 DEA 非効率的と判定 
される・なお・ " は無限小正数で、特定の値を与えて解かなくても最適化を 2 段階にわけて 
行えば解ける [5 ，・ 24] ・本論文では・ Dh ・ IU 。 (O 二 lr …「 川に対する ( ・ 2) の最適ウェイ トの 解を 
          ( 十二コ L        .   卜 )                    二 1 ・ … ・ 川 ) と表現する   

上記の CC'R モデル (1) 、 (2) は・以下の分数計画問題、 

  

Z ，，，・。ガ，・。， 

最大 化   
2@ ， ， " ・ 7 ， ，。 

t ― I   

Z 。，，・。，。 J 

条件 l ・― ― 1 
nl 三 1 ， ( ソニ 1 ，・‥・ ・ 7U   
Z ，・，。、，，， J 
/ ― 1 

tf ， ・ O  三三， (r 二 ll.. ● )5 り   
@ ・ ， "  ノ三， (7 ― ― 1 ,777 

(2) 

(3) 

と同値である ・ つまり ・ C'C'R モデルは (3) のような比率形式で解釈できることを表している   
本論文でも・この比率形式に基づいた効率性の概念を用いる ・ 

比率形式の解釈によると (3) の意味する内容は ， 全ての DhIUJ の ZNr 。妬 J/2@U ，が ij の 比 
率が 1 以下という制約の下で，分析対象とする Dh/IU 。の比率を最大化することである ・ つ 
まり・分析対象の DM じ " にとって最も有利になるように・複数の入力と出力に対するウェイ 
ト を決定し相対的な効率性を評価することを表している・この DEA の定式化の特徴から、 
DEA で非効率的と判定された D 八 lIU は，どのようなウェイト付けで評価を行っても，参照葉 
合 ( 「 OforenlceHet) である効率的な D 八 IU に対して非効率であることを意味している・反対に 
DEA で効率的と判定された DA4U は ・ ある定まった ( 最も有利な ) ウェイト付けを採用して 
評価した場合にのみ・効率的であることを保証されたにすぎず ・ 他の DNIU が評価に用いた 
ウェイト付けにおいて・効率的であるかどうかは保証していない・その上多くの場合，評価 
の際に用いたウェイト付けが各 DLT ごとに異なるので、 DEA 効率値のみを用いて個みの 
D 八 ぼ間の優劣比較を行うのには間題がある ・ つまり DEA だけの分析では・ DEA 効率的と 
判定された D 八 I じ 間の更なる優劣比較 や ・ DEA 非効率的と判定された D 八 IU 間の優劣比較 が 
単純にはできない・また DEA は・文献 [18 ・・ 225l でも指摘されているように・ 各 Dh 田にとっ 
て自由勝手にウェイト付けできるために、特異な活動をする DMU を高く評価したり，ほと 
んどの DMI じが DEA 効率的と判定されるなど・実践上で人間が感じている評価と合わない 
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などの問題点がある・ 
上記の問題点を克服するための 1 つの手がかりとして全ての D 八 lU 間の相互評価情報 

を用いることが有効であると考える ・ なぜなら，この情報を利用することで，他の DMU が 
行った評価状況の下で・分析対象の Dh ， IU がどのように評価されているかを把握でき「分析 
村象の DhIU が自由勝手に評価した状況を修正できるからである ・ そこで・本論文で提案す 
る効率 性 評価法も・この D 八 lV 間の相互評価情報を用いる   それによ p) ・上記のような問題 
点を克服するための手がかりを与える ・ 

4 ・ 調和効率性行列 
本章では，まず最適ウェイト ( ば。 ， f ・ ， ) を用いた， 全 DMU の 栢互 評価情報の―形式であ 

る クロス効率性行列を説明しその問題点をあげる ・ そして l 全 DMI じの相互評価情報を利 
用する際の問題点である・最適ウェイ トの 解をユニークに定めるための方法を提案し，調和 
効率値と調和効率性行列を定義する ・ 

4 ・ t  クロス効率牲打 列 
DEA では・ 3 章で述べたように分析対象の Dh ， IU 。にとって最も有利になるように評価 

を行っている・その 時 ・ Dh4U 。の評価に用いた最適ウェイ トけ ; 。 、 @ ・ ， ) で他の DMU(DMUj ， 

  / 半 ") も評価できる・この情報は・分析対象の DMU 。を評価する時に、 各 DMUj がどのよう 
に評価されているかを表している ・ 言い換えるならば，これは全 DhIU の相互評価情報であ 
る ・ しかし DEA では ・― 般 にその評価値自体を情報として用いていない ( 実際にこの情報は， 
(3) の DEA モデルの中で制約条件として利用されているだけである ) ・この情報を利用する 
方法として Sexton 、 Silklllall 、 HOgall は，文献 [17    においてクロス効率値 (Cross  E 田 CienC) ，   

と クロス効率， R 圭 行列 (C ・ ro)ss  E 田 ( わ丁ュ C) ， Mdatrix) を提案している・ Sextonl  らは， DNIUO によっ 
て 測定される Dh 山 ，の効率値をクロス効率値 E" とし   

  

Z"" ガ，， 

  。 J ― ― @=  ―   1   (0=1            川 and  フ 二上， ・・・ ， 川 )   (4) 
L  @　O ・ l@J 
，― ― l 

と定義している・このクロス効率値 E 円は ， 3 章の (3)(7) 分数計画問題の制約式の左辺の 値 
に相当する ・ そして・クロス効率値 E 円が 0=3 のとき・従来の DEA 効率値である ・ また， 
クロス効率値を要素として ・リ X 川 行列の行列形式で表現したものがクロス効率牲打列であ 
る ・このクロス効率性行列を用いた事例研究として橋本の文献固などがあげられる・ 

SeXtol1 ろは・提案したクロス効率性行列を用いて分析する際の注意点として， ― 般 に分 
析対象の DM じ " が DEA 効率的な場合には，最適ウェイ トの 解い LL) がユニークに定まら 
ないことを述べている ・ そして以上の 点は刀 根の文献 [24] においても・ ― 般 に効率的な活動 
の最適ウェイ トは― 通 りに定まらないことが多いので・その値を用いる議論 ( クロス効率 性 
行列などを含む ) は慎重にしなければならないと指摘されている ・ また・まれな場合ではあ 
るが・分析対象の DLIU" が DEA 非効率的な場合にも，最適ウェイ トの 解がユニークに定ま 
らないことが起こりうる ・ つまり・最適ウェイ トの 解がユニークに定まらないことは、 クロ 
ス 効率値がユニー ク に定まらないことと同じである ・ よって Sextol1 ろは・任意の最適ウェイ 
トの 解から得られるクロス効率値を用いて，効率性の評価を議論することは全く違った解釈 
につながりうることを同じ文献口口で指摘している・ 

上記の問題点に対する改善案の 上 つとして rSextonI らは文献 [17] の 中で目標計画法を用 
いたモデルによってウェイ トを ユニークに定める方法を提案している ・ しかしこのモデル 
ば 線形の目的関数で定式化されているので、全ての場合に対して最適ウェイ ト の値をユニー 
クに定められるとは限 ， らない・この点に関して ・枇ヵホ は文献 凹で クロス効率値の値のみに 
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注目して・クロス効率値だけをユニークに定めることで問題点を解決する試みを行っている   

4 ・ 2  最適ウェイト ( ぱ。 ・ L) をユニークに決定する方法 
4 ， 1 節において・クロス効率性行列などの 全 DMU の相互評価情報を利用する際の問題点 

である・最適ウェイ トの解 (L 。， !@*lto) をユニークに定める点に関しては ・ いまだ解決されてい 
ないことを述べた ・ そこで，本節では最適ウェイ トの 解をユニークに定める方法を次に提案 
する ・ 

3 章で述べたように DEA では分析対象の Dh(U 。 にとって最も有利になるように，複数 
の 入力と出 力 に対するウェイ ト を決定し・相対的な効率性を評価している ・ しかし， DEA で 
は D 八 lL 。にとって自由にウェイト付けを行えるので，現実には DEA を行う評価者にとって 
許容できないようなウェイト付け ( 最適ウェイト ) がなされることがある・この問題点に関 
して Thom)lpSo)ll ・ Sill 呂 le 十 Ol1 ，・ TlI 「 乙 111l,Smllithl は r このウェイ トサ すけを帯り限する， DEA/ 領土 或 限定 
Y 去 (DEA    ASStIr れ nw  RegionlallalySiSj を文献   20    において提案している   

そこで本論文では，現実には DEA を行う評価 者 は何らかの形で「理想的なウェイ ト の値 
を認識していると仮定する ・ そして，この理想的なウェイ ト の値を用いることで評価者の意 
向と。調和ねば Olnnlodate)" し 、最適ウェイ トの 解をユニークに定めることが可能となる ・具 
体的には， DEA を行った結果 得られる最適ウェイ トの 解の集合の中で・評価者が抱く理想的 
なウェイト値に― 香 近いウェイト値の組を採用することで，最適ウェイ トの 解をユニークに 
定めようとするものである・この最適ウェイ トの 解をユニークに定める手順を， (2) の線形計 
画 問題の場合を例に取り ・ 次に説明する   
4 ・ 2 ・ ュ 分析対象の DMU 。に対する最適ウェイ トの解 ( ば。 ・ t ・」 ) の 集合 

まずはじめに「分析対象の DhIU 。に対する最適ウェイ トの解 ( ぱ。 ・ 叱 ) の集合を定義する   

("2) の 線形計画問題を解くことで得られる最適目的関数値を日と表記すると，最適目的関数 
値 日を達成する最適ウェイ トの解 ( ぱ。 。 t ， ) の 集合は，以下の 

  

Z  ば 。 坊 。ー日二。   
l   ― ― 1 

in 

Z ，・ "I ，       -1   
l ― ― ]     

-2 二 ，，ね・、。， J+; 二 ，， r 。ガ，・ ， 三 O ・ (j=I ，・・・，，， ) ， 

l ― ― 1 l   ― 1 
Nx @O ノ三， ― (r  ==  1,...,5), 
LL ノご， ― (?    二 1 ， ・‥ ， 川 ・ ) 、 

を満たす であるし 集ム 口 ・ 

4 ・ 2 ・ 2  評価者が抱く理想的なウェイト 値日 " 司 
二番目として，評価者が抱く理想的なウェイト 値日 rrL) を提示してもらう・ここで， 入 

力 項目や出力項目が多数存在し、それぞれに対する理想的なウェイト値を簡単に提示する 
ことが困難な場合には， AHP(Analytic.HierarCyProcess[il,14 ・・ 221]) で用いられる―対比 
較行列から定める・具体的には t77? 種の 入力 項目の間で―対比較を行い各項目の重要度 D ， 

( ， : ， 1 ， …・ /7?) を算定する・同様にして， 5 種の 出カ 項目の間で―対比較を行い各項目の重 
要度 L( 「 :1 ・…・ .S) を算定する・当然これらの―対比較行列の整合 度 ( 叩 nSiStenCyindeX 
: C ・ I ・ ) が悪い場合には ・ ―対比較値を再検討する必要がある・この各入出 カ 項目の重要度 
日 " 「， ) が ・評価者が抱く理想的なウェイト値に相当する ・ しかし，この評価者が抱く理想 
的なウェイト 値日 "p ， ) は ・分析対象の DMU 。の入出 カ値げ " 「 妬 。 ) が全て 1 に基準化された 
場合に相当する ・ そこで・ D 八田 。ごとに理想的なウェイト値と最適ウェイ トの 解を同じ数値 
オーダーに合わせるために・仮想入出力 (hrtualinptlt/()tItI)ML2 ・ 8 ，・ 24l) の概念を使う ・ 

(5) 
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ll  '0  ― ― 戸 ， ( 二 L1O 。 f   ， o) 、 (7   二 1 ・ ・・・ ， 口 L) ， 乃「 。 二 4 三 Fr( 二 Nr 。ひ，・。り ・ (r 二 1 ， ) (6) 
日 :( ・ 2) の最適目的関数 46(DEA 効率値 ) ・ 

このに 「。 ・ 乃 。 ) が，分析対象の DhIU 。に対して変換された理想的なウェイト値である   

4 ・ 2 ・ 3  目的関数の設定とモデルの定式化 
三番目は目的関数を設定し・最適ウェイト (u: 。 ， t ， ， ) を ユニークに定めるためのモデル を 

定式化することである ・ そこでまず基本型モデルを示し，ついで本論文で用いる拡張型モデ 
)@ を示す   

基本モデルでの目的は・評価者が抱く理想的なウェイト 値げ「。 ， F ， 。 ) と最適ウェイ トの解 
( ば。 ・ @ ・ ， ) との差を―番小さくすることである ・ つまり，最適ウェイ トの 解の集合の中で，理 
想的なウェイト値に― 番 近いウェイト値の組を採用したいという目的である ・ そこで，本論 
文では最小二乗法と同様の考え方を利用して目的関数を設定し以下のようにモデルを定式 
化する   

  川 
副叱 2( 。。妬― ")'+  2(" ，，，。―。 ")' ， 

j   ― ― 1 l ― ― 1   

条 4T Z  ぱ 。 妬 O ー日 :0   
l   ― ― [   
Z 。， 二三ノ。 ，。，。 -1 ， 

t ― ― j 
111   

@@E  ̂'U  +  E  ^'oVrJ  <  0,  (J  =  1,  .  .  .  ,  /?), 
@ ― ― l r=l 
N ア O  ノご ―   (7 。 二 11 ◆       5)   
L"  @0  ノ ―         (  二 1 ， ‥， ・ 川 )   

本論文で用いる拡張型モデルでの目的は， 2 章で述べたように基本型モデルでの目的よ 
りも評価者のより強い意向に対して調和 " するものである・具体的には。基本型モデル での 
目的に加えて，評価者が示した特定の DMU に関してだけ相互評価の値 ( 効率値 ) を，できる 
限り大きくしたい ( 有利な評価をしてあげたい ) というものである ・ そこで，基本型モデル と 

回 様の考え方を利用して目的関数を設定し，以下のようにモデルを定式化する   

  
条 f 牛 Z  ぱ 。 如 O ー日 -0 ， 

l ・― ― l m 
L い "  ， OT  ， O  二 1 ， 

， ― 1 
Ill   

― Z  ( ・ね丁 " 十 Z  L 。 ひ「ノ 十口力 二 0 ，り三 F) ， 

l ― 1 1 ・ ― I 
Hi   

-  S  VIJ  +  S  "r0.^  <  0, 
@--l l 。 ― l 

げを川   

N; 。二 ン 三， (/ ･ = !,...,s)   
ぃね二 ― ン 三   (@  ― ― 工 m) 
ガ OJ  主 O   り三 F)   

L7 り 

(8) 
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ここで ・ "F" はできる限り有利な評価をしてあげたいと考える特定の DLIU の集合であり「 
んはその特定の DLT の効率値 ( 相互評価の値 ) と効率値 1(7) 差を表す変数である ・そし 
て・れ・メ は目標計画法口の付順方式で用いられる順位 係数 巧   ( ん二 1 ・ 2 ・ … ) に相当する係 
数である ・ そして・ DM じ "(0 二 1 ・ …， 川に村する (7) または (8) の最適ウェイ トの 解をば ; 
(r 二 I ・ …・ぢ ) ・ f ， (/:1 ・… ・ 川 ) と表現する ・ 

4 ・ 3  調和効率性行列の定義 
本節では・ 4 ・・ 2 節でユニークに定めた最適ウェイト (N ， 。哨 ) を用いた全 DhMIU の 相互 評 

価 情報として・調和効率値と調和効率性行列を定義する ・ そこで・ DhIU" によって測定される 
D 入 I じ 」の効率値を調和効率値 口 ，。とし・ 以 T のように定義する ・ 

[ 定義 U 調和効率値 
  

L @ ノ ィ人 r 。ガ l ・ J 
r=1 

aLJ 。           口二 tq ・・・ 、 川 and  O  二 1 ） L9 り 

Z 。・・，。， / 
， ― ― @ 

この調和効率値 口 ， 。 はクロス効率値と同様に， 3 章の (3) の分数計画問題の制約式の左辺の 
値に相当する ・ そして、調和効率値 口 ， 。がソ =o のとき，従来の DEA 効率値である・調和効 
率値 "J 。と クロス効率値 E 。 」の違いは「行と列の表記が逆となっている点と，ユニークに定 
めた最適ウェイト (N ，・ f ・ ， ) を用いる点である   

また・調和効率値を要素として， 川 XN 行列の行列形式で表現したものが調和効率性行列 
A であり・以下のように定義する   

[ 定義 2] 調和効率性行列 
A  二 L 。 l ・ (l/  =  1 川 anldI  O  二 1 ， L 7 ） (10) 

5 ・ 調和統合効率値 
3 章で DEA に対する間題点を述べたが，同様の問題を扱った研究は既にいくつか行われ 

ている・その中で・ Coo)k. Kr 田 S ・ Se 而 M は文献固において・ DEA で効率的と判定された 
D 八 I@ 群をさらに区別 するためのモデルを提案している ・ そして、 Ro)1l,Co)ok,Golanyf3; 文 
献 [13l で共通 ウェイト (co)mnml ュ onlsetofw ， eight) を定義して， 個 4 の DhIU の評価を統―して 
行えるようにしている ・ また・ Sextoll 、 S 士 lhman ， HOgan は文献 [17] において， 4 章で述べた 
全 D 八 K の相互評価情報の―形式であるクロス効率 性行 列の 列 平均を・ DMUj に対する平均 
クロス効率 性 (EC() ロソ )) と定義し、その値を用いて個みの DNI じの評価を統―して行って 
いる・ 

これに対し本論文で提案する効率 性 評価 法は r2 章で述べたように各 DL ・ IU が行った 柏互 
評価に対してできる限り DMI じ 全体で " 調和 (accomnmIodIate)" しながら ・個 みの Dh ・ IU に統 
―した評価をするものである・その評価は・ 次 節で示すような調和効率性行列の固有値問題 
に置き換えられる   
5.1  調和統合効率値の定義 

本節では具体的に提案する効率 性 評価法を，まず SeXtoIl ら [17] が行った方法と対比しな 
がら述べ・ついで相対的な効率値として調和統合効率値を定義する・ 

提案する効率 性 評価 法は ・相互評価情報を用いる点に関して SOXr()11 らと回じであるが、 
その相互評価情報がクロス効率性行列ではなく， 4 章で提案した (5 、平価者の意向に対して調 
和した ) 調和効率性行列 A を用いる点が異なる ・ そして ・ 掴みの DL 山に統―した評価を 
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卜 Xt()l1 らのように・その行列の単なる列平均 

  (11) 

で行うのではなく・調和効率性行列の最大固有値に村する固有ベクトルを用いて， 個タの 
D 八 IU に統―した評価を行おうとする点が異なる・ 

そこでまず・具体的に川 X れの調和効率性行列 A の最大固有値 入 " ，に対する川 Xl の 
固有ベクトル川を算出する ・ 

  
Au  - 入，，，。，・。 ・ u ・ Z  ，，・， -1   

フー L 
(12) 

そして，この固有ベクトル川の要素を w 二山 I ， …，川 "]T と表現する・この "T" はべ クト 
ル や 行列の 転 置を表すものとする ・ また，調和効率性行列 A は， 3 章で示した DEA モデル 
から全ての要素が正の実数である ・ よって 「ペ ロン，フロベニ ウスの 定理 (Perron-Froben!uS' 
山田 r ビ 111[15]) から，この固有ベクトル 川は，巧ノ O(J:l 、‥・， 川であることがいえる ・そ 
こで・ 各 要素 L を固有ベクトルの要素の最大値 ゆ m" 二 max(u ，，げ二 1          川 )) で， 割った 
ものを調和統合効率値 巧 とし・以下のように定義する・ 

[ 定義 3] 調和統合効率値 

      ― ―           7 丁 1 ノ U T 上 

  

    

巳 

    

） 

  

W 

1 

1 

― ― 

― ― 

フ   

フ   
    

） 

H （ 

7 P 

X la 11 

1 

― ― 

り一一 

  

ノ   

  

― ― 

― ― 

  

S 

  

3 
1   

I に近いほど相対的に効率性が良く ・ 0 に近いほど効率性が悪い   
調和統合効率値 L は、 ― 般 に O く L 三 l という範囲をとる   この調和統合効率 4@5 ，が 

ここで ・ " 各 Dh ・ IU が行った相互評価に対してできる限り DhIU 全体で調和す 引 という 
点が・調和効率性行列の固有値問題で表現でき，その最大固有値に対する固有ベクトルを用 
いる点に関して述べることとする ・ 

まず―つ目の解釈を述べる・行列 A が非 負 行列の 時 ，全ての要素が正の実数であるよう 
な任意のべクトルりに対して ・ A んり はんを大きくすると最大固有値に対する固有ベクトル 
川の方向に収束するという性質がある ・ これは，相互評価の結果 である調和効率値 QJ 。に対 
しマ ・ DMI じ 全体で共通 したある重み川を与えてまとめる行為を ・ 繰り返し行うことと解釈 
することができる ・ つまり・この行為を繰り返し行うことで lDhIU 全体で調和でき・結果 と 

して DMI じ 全体の合意が形成されたものと考えることができる・ 

対して ・ (DhI じ 全体で共通 した ) ある重み付け川を行って「それら調和効率値をまとめて 
ついで二つ目の解釈を述べる・本論文では各 DhIUJ の調和効率値 円 。 (O 二 1 ， …， 川に 

ZO=l 川 OOJ 。とすることで・ 個 4 の DLIU に統―した効率 性 評価が行えると考えた ・ そこで， 
その重み付けにあたっては・ 各 DLIUJ の効率値 Z:=l 山川， 。 の大きさに応じた重み付け川を 
行 おうと考えると ・ それは固有値問題で表現できる ・ さらに「その重み付けによってまとめ 
た各効率値 Z ば― 1 川 "" ，。を ・ DML 全体として最大化することは，最大固有値に対する固有ベ 
クトルで表現できる・以上をまとめると ・― 般 の固有値問題 A 川二 入 川で・調和効率性行列 
A の 固有値 八 を最大化することとなり・それは調和効率性行列 A の最大固有値 入 ， "" に対 

Copyright © by ORSJ. Unauthorized reproduction of this article is prohibited.



168 杉山・山田 

する固有ベクトルを用いることと ― 致する・このように，それぞれの Dh 田 ，に対する効率値 
Z: ― 1 川 。 口 J 。を Dh 田 全体として最大化することで， DMIU 全体で調和でき，結果 として DMU 
全体の合意が形成されたものと考えることができる・この二点目に関して ・枇 み木は文献 [10] 
で多目的計画問題を単―目的関数化する立場から，最大固有値に対する固有ベクトルを用い 
る意義を詳しく明確に述べているので参照されたい ・ 

5 ・ 2  DMU 全体に対する最適ウェイ トの組れ， ， t ， ， ) の 適用度 
本節では・ 各 DMI じ。の 評価に用いた最適ウェイ トの組 ( ば ; 、「， 〃が   栢 対的にどの程度 片 

寄っているかを自覚させるために，相互評価情報である調和効率性行列から， DMU 全体に 
村する最適ウェイ トの組い，・ げ口の適用度を評価する・適用度の算出は 5 ・ 1 節で，調和効率 
性行列の最大固有値に対する固有ベクトルを用いて求めた時と同様の考え方で行う ・ 詳しく 
述べるならば・調和効率性行列の 列 要素に村して，共通 した重み付けを行ってまとめた全体 
の効率値を最大にすることである ・ つまりこれは， DMU 。の評価に用いた最適ウェイ トの組 
いだ， 哨 ) が 、 他の DML 全体に村して良い評価を与えているか否かを評価するものである   

具体的には・ 川 X 川の調和効率性行列 (A) を転置することで，行と列を入れ換える ・そし 
て ・同様に調和効率性行列の 転 直行列 A ，の最大固有値 八 ， ，， " ，・ に対する NXl の固有ベクト 
ル がを算出する   

  
A ， 川 ，二八 n ， nT 川 ，， Z  ut 二 l   

O ― 千 

(14 り 

そして・この固有ベクト )@M(7) 要素をが二はち ，・・・，ば， ]T と表現する ・ また 5.1 節で述べ ｜ た よ う 調和効率性行列 A の全ての要素が正の実数であるので、 ペ ロン・フロベニ ウス 
の 定理から，この固有ベクトル がは ・ t( ・ : ノ 0(0 二 1 ， …， 川であることがいえる   そこで， 
DAIU 。の最適ウェイ トの組け ， r( ，， 〃の適用度 $ 川。を ・以下のように定義する ・ 

[ 定義 4] 最適ウェイ トの組い，・ ? ，， ) の 適用度 
  5wtLo 二八， t@o ・ Lt( ・ 2 ， (   二 1           "), 

(15)   

この最適ウェイ トの組 (t 哨 rf ， ， 〃の適用度 5u ， 。 は ，― 般 に 0 く 5t ， ，。く 1 という範囲をと 
る ・この適用度 ･ s@ 「。が 1 に近いほど 栢 対的に片寄った評価を行ってはおらず ( 好まれる最適 
ウェイ トの 組であり ) ， 0 に近いほど片寄った評価を行っている ( 好まれない最適ウェイ トの 
組である ) と考えることができる   

6 ・ 分析 例 
木章では ・ わが国の電気事業体の 坐 産性に関する効率性分析を例として、本論文が想定す 

るような状況 ( 集団の合意形成が必要な状況 ) を考え，提案した効率 性 評価法を用いて評価 分 
析する   

6 ・ 1  データ 
分析対象となる事業体は各電気事業体 (9 社 ) とする ・ そして・ 各 電気事業体の入出力の 

データは平成 3 年度のもので ・ それらの入出力は以下の頭目を用いた   さらに，本論文で 使わ 
れたデータは文献回に記載されているもので， 表 I にまとめられる   この入出 力 データは ， 

単位 が 揃 っていないので・ 末 吉の文献 [18] で述べられているようにそれぞれの平均値で単 
位 を修正したものを実際のデータとして用い，それを表 2 に示す ・ 
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[ 入出力の項目 ] 
入力 : 丁 @J 従業員数 出力 : 川 販売電力量 

  r ，， 最     力 ぴ 2J 需要家数 
  「 力 総資産 

表 1: 入出力データ 
平成 3 年度 従業員数 最大出力 総資産 販売電力量 需要家数 

  f"L ノ   7 。 2J 23 り 以且ノ ぎ 2 フ 

北海道 6457 5315 1320938 21389 3256 
東北 1355 「 10150 2657112 552'2 「 6445 
東京 40063 46905 11627131 22 「 631 23221 
中部 20285 22799 4896313 103140 8711 
北陸 5338 4453 1252893 21711 1712 
関西 25166 33158 5931094 122749 11331 
中国 10898 9433 214871 「 44498 4578 
四国 6603 5423 1214685 20548 2490 
九州 13669 14063 3305687 57272 7007 
単位 人 100OkW  100 万円 100 万 hwll  1000  口 

表 ・ 2: 修正入出力データ 
従業員数 最大出力 総資産 販売電力量 需要家数 

  アまノ T9J - 工巧 が 1 ノ ぴ 2j 
北淘道 0.4091 0 ・ 3153 0 ， 3461 0.2855 0.4262 
東北 0.8590 0.6022 0.6961 0 ・「 373  0 ・ 8437 
東京 2.5386 2.7828 3.0460 3 ・ 0388  3 川四 8 
中部 1.2853 1.3526 1.2827 1.3769 1.1403 
北陸 0.3382 0.2642 0.3282 0.2898 0.2241 
関西 1.5946 1.9672 1.5538 1 ・ 6387  1 ・ 48 田 
中国 0.6905 0.5596 0.5629 0.5940 0.5993 
四国 0 ・ 4 す 84  0 ， 321 「 0 ・ 3182 O ぶ口 3  0 ・田田 
九タ 、 l 、 l 0.8661 0.8343 0.8660 O ・「 646  0 ・ 913 

6 ・ 2  分析評価 
衣 論文では， 各 電気事業 俸 の 坐 産性を評価したいので，文献 [26] で述べたように CCR モ 

デルで評価する・平成 3 年慶 の 各 電気事業体に対する DEA@7@ 結栗 を表 3 に示す， 
これによると北海道，東北，東京，中部の 4 つ (7@ 電 家事業体が DEA 効率的となり，それ以 

外は DEA 非効率的となった， 
ここで， 2 章で述べた状況を想 庭 する，つまり集団の合意 彩 成が必要な 炊 況を考えると次 

のようになる・ 表 3 で示された DEA 効率値に対して各電気事業体は，自己にとって最も荷 利 
な ウェイト付け ( 策適 ウェイト ) を行って評価されているので，納得できるものである ・ しか 
し、他の電気事業棒の最適 ウヱイト を用いた評価 結栗 ( 栢互 評価 ) は ， 必ずしも目 己 に刃して 
有利な結果 をもたらすものではないので、 みぬ そき V 、くものとは 隈 らない・その上，評価者にとっ 
ても各電気事業体が自由にウェイト付けしたので・許容できないウェイト付け ( 最適 ウヱーイ 
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表 3: 各 電気事業体の DEA 効率値 
DEA 効値 ( 日 ) 参照集合 

北海道 1 ・ 0000 
東北 1.0000 
東京 1 ・ 0000 
中部 1 ・ 0000 
北陸 0 ・ 田 245 東北、東京 
関西 0.9928 東北「東京・中部 
中国 0 ・ 9906 東北・中部 
四国 0 ・ 8430 北海道，東北 
九州 0 ・ 9560 北淘道 ，東北，東京 

ト ) が荏 在する・このような状況下では，集団を構成する評価者と各電気事業体が・合意を形 
成しながら 統 ―した評価を行うことが困難となる ・ 

また，ここでは 3 章で指摘した DEA に対する問題点が現れていて ・ それは次のようにな 
る ・ DEA 効率的となった北海道，東北、東京、中部は，ある定まったウェイト付けを採用して 
評価した場合にのみ効率的であることを保証されたにすぎず 。 他の電気事業体が評価に用い 
たウェイト付けにおいて，効率的であるかどうかは保証されていない・また， DEA 非効率的 
となった北陸、関西・中国・四国，九州の 各 電気事業体は，どのようなウェイト付けで評価を 
行っても参照集合である効率的な電気事業体に対して非効率的であることを意 昧 する ・ つま 
り DEA だけの分析では、 DEA 効率的と判定された電気事業体間の更なる優劣比較 や rDEA 
非効率的と判定された電気事業体間の優劣比較が単純にはできない・具体的に本分析例で 
DEA 非効率的となった北陸と四国を例に挙げて述べることにする・ 表 3 から，北陸の DEA 
効率値は 0492245 で ・四国の DEA 効率値は 0 ・ 8430 であるが，評価の基準となる参照集合は 「 

北陸が東北・東京であり・四国が北 晦道 「東北と異なる ・ @1@ のように・評価の基準となる参照 
集合が異なる状況で得られた DEA 効率値だけを用いて，単純に優劣比較するのには問題が 
ある・ つまり・北陸と四国を比較して・ DEA 効率値の高い北陸の方が 坐 産性が良いと判断を 
下すのには間題があるということである・ 

以上から・本論文で提案した効率 性 評価法を用いて r 個 4 の電気事業体に統―した評価を 
行う ・ 始めに，調和効率性行列を求める ・ そこでまず， DEA の最適ウェイ トの 解をユニークに 
定めることが必要である・ここでは，評価者が抱く理想的なウェイト値を (ttl 「 U2 ， Ul 。 め r 巧 ) 二 
川 ・ 60 ・ 0 ・ 40 ， 0 ・ 35 ・ 0 ・ 25 ・ 0 ・ 40) とすると、 各 電気事業体の入出 力 値に対して変換された理想的な 
ウェイト (L" ・む。 ) は表 4 のようになる ・ また，評価者ができる限り有利な評価をしてあげた 
いと考える特定の電気事業体を北陸と中国とした・そして、この上記の 2 つの目的には優先 
順位 はない ( 同等 ) ものとし、 口   t3 はともに 1 と設定した・以上から (8) のモデルを用いて 
DEA の最適ウェイト ( ぱ 。 l ， ， 〃の解をユニークに定めた結果 を表 5 に示す・この最適ウェイ 

ト (@ ぱ ・ @ ， ) から調和効率性行列 A が算出でき   

'"  1.0000  0.9648  0.8701  0.7687  0.7602  0.8411  0.7905  1.0000  1.0000  - 
0.9739  1.0000  0.8203  0.9867  1.0000  1.0000  1.0000  1.0000  1.0000 
L.O0U0  0. 丁「り 「 1 ・ 000U  0 ・ け 294  1 ・ 0000  1 ・ 0000  0 ・ 9362  0 ・ 口 31L  1 ・ 0000 
0.7541  0.6018  0.7410  1.0000  0.9239  1.0000  1.0000  0.7526  0.8551 

A =   1.6330  0.605.')  0.5535  0.8226  0.9245  0.8082  0.8207  0.5818  0.6581   
0.7364  0.538:2  0.7769  0.9825  0.7815  0.9928  0.9857  0.8019  0.8931 

(16) 
    1.8181  0.7643  0.7249  0.9831  0.9036  0.9716  0.9906  0.8864  0.8992 
0.7484  0.7231  0.6507  0.8031  0.7153  0.8071  0.8154  0.84.30  0.8143 

  0.9340  0.7847  0.8844  0.8225  0.8150  0.8863  0.8355  0.8711  0.9560   
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となる ・ 次に・調和効率性行列から，調和統合効率値と最適ウェイト (N ，， 哨 ) の適用度を求 
める・調和効率性行列 A の最大固有値は八 m" 二 J ・ 69022 であり・固有ベクトル川と d  は 

川二 [0.1159,0 ・ .1266.0.1223.0 ・ 1.10)94,0 ・ (.0917,0 ・ l.1076,0 ・ l.1142,0 ・ C.0997,0 ・ 1126l ，     (17) 
W'  =  [0.1091.0.0968.0.1010,0.1171,0.1126,0.1200,0.1181,0.1089,  0.1163^, (18) 

となる ・ これから 求 まる調和続合効率値と最適ウェイト (N ，， 哨 ) の適用度の結果 を表 6 に 
示す   

表 4  :  理想、ウェイト (U"  、 可 。 ) 

T@¥o び ・ 20 V3o U¥n u ・・ 20 

( 二 二 4 三 Ll)  ( 二 二 4 三 L@2) 
北海道 0 ・ 3500  0 ・ 2500  0 ・ 4000 0 ・ 6000 0 ・ 4000 
東北 0 ・ 3500  0 ・ "2500  0 ・ 4000  0 ・ 6000  0 ・ 4000 
東京 0 ・ 3500  0 ・・ 2500  0 ・ 4000  0 ・ 6000  0 ・ 4000 
^ 0.3500  0.2500  0.4000 0.6000 0.4000 
北陸 0 ・ 3500  0 ・・ 2500  0 ・ 4000  0 ・ 5547  0 ・ 3698 
関西 0 ・ 3500  0 ・・ 2500  0 ・ 4000  0 ， 5957  0 ・ 39 口 
中国 0 ・ 3500  0 ・・ 2500  0 ・ 4000  0 ， 5944  0 ・ 3963 
四国 0 ・ 3500  0 ・， 2500  0 ・ 4000  0 ・ 5057  0 ・ 339 ・ 2 
iL-W 0.3500  0.2500  0.4000 0.5736 0.3824 

1 t 一   さ L   U3 一 t 止 1 ひ・ ) 
評価 者 0  ・ 35 0  ・ "25 0  ・ 40 0  ・ 60 0  ・ 40 

表 5: 最適ウェイ トれ， ， t ， ， ) 

cL* tl 才斗 2O tl "3O 氷才 t 十氷イ 上。 7f 対 "2O 
北海道 1 ・ 5793  1 ・ 上 '221  0 ・ 0001  0 ・ 0001  "2 ・ 3461 
東北 0 ・ 0001  1 ・ 6604  0 ・ 0001  0 ・ 0001  1 ・ 185 ・ 2 
東京 0 ・ 3937  0 ・ 0001  0 ・ 0001  0 ・ 0001  0 ・ 3289 
中部 0 ・ 0001  0 ・ 0001  0 ・ 7794  0 ・ R262  0 ・ 0001 
北陸 0.8206  ・ 2.7343  0 ・ 0001  3 ・ 1897  0 ・ 0001 
関西 0.1ji9  0.0001  0.4978  0.4939  0.12237 
中国 0 ・ 0001  0 ・ 0001  1 ・ 7764  1 ・ 5966  0 ・ 0705 
四国 0.0001  0.0001  3.14223  0.22030  ・ 2.4154 
九州 @  0 ・ 50 ・ 2 「 0.0001  0.6519  0.1857  0.8874 

この調和統合効率値は、集団にこでは評価者と各電気事業体 ) として合意を形成しなが 
ら得るようにした評価結果 であるので， DEA 効率値よりも普遍性のある評価値であると考 
えることができる ・ 

またこの調和統合効率値から・ DEA 効率的と判定された電気事業体間の更なる優劣比較 
や ・ DEA 非効率的と判定された電気事業体間の優劣比較ができるようになる ・ そこで，前の 
北陸と四国の例を使って具体的に述べることにする・ DEA で DEA 非効率的と評価された北 
陸と四国は ・ それぞれ DEA 効率値が 0 ・ 9 ・ 245 と 0.8430 である・ここで前述したように，この 
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表 6: 調和統合効率値と最適ウェイ ト の適用度 
調和 従来の 最適ウェイ ト 

統合効率値 DEA 効率値 の適用度 
北海道 0 ・ 9155 1 ・ 0000 0 ・ 8392 
東北 1 ・ 0000 1 ・ 0000 O ・「 444 
東京 0 ・ 9658 1 ・ 0000 0 ・「 「「 1 
中部 0 ・ 8643 1 ・ 0000 0 ・ 900'2 
北陸 0 ・「 244 0 ・ 9245 0 ・ 8663 
関西 0.8500 0 ・ 9928 丁 ) ・ 9"2"26 
中国 0.9018 0 ・ 9906 0 ・ 9084 
四国 0 ・「 8 「 9 0 ・ 8430 0 ・ 83 「 6 
九州 0 ・ 8893 0 ・ 9560 0 ・ 8945 

値だけから単純に北陸の方が四国よりも生産性が良いと判断を下すのには問題がある ・それ 
は ・ DEA 効率値が各 4 にとって最も有利になる条件の下で評価された結果 であるからであ 
る ・四国は・北海道と東北 ( 参照集合 ) に対して非効率的であるのであって・北陸に対して 卦 
効率的であるかどうかは・ DEA 効率値だけから判断できない・しかし DEA 効率値よりも 
普遍性があると考えられる調和統合効率値を用いることで「優劣比較が行える・この調和 統 
合 効率値によれば・北陸は O ・ァ 244 ，四国は 0 ・ 7879 となり・北陸よりも四国の方が生産性が良 
いと判断できる・このように，本論文で提案した効率 性 評価法と DEA の持ち合わせる性質 
から・調和統合効率値と DEA 効率値の順序が逆転するのは理解できる ・また さらに， DEA 
で DEA 効率的と評価された北海道東北，東京，中部についても、調和統合効率値の結果 か 
ら優劣比較ができるようになった・ こ (7) 他に・ 表 6 の最適 ウ イ ト の適用度から， 各 電気事業体の最適ウェイトレ， ，ぴ， ) が 
相村 的にどの程度片寄っているかを自覚できる・ここで・ DEA 効率的な北海道，東北「東京， 
中部の最適ウェイ ト の適用度が低く好まれていないのは，最適ウェイ トの 解をユニークに定 
める段階に起因していると考えられる ・ より詳しく述べるならば，これらの電気事業体のよ 
うに DEA 効率的となる場合には、 441 節で述べたように最適ウェイ トの 解がユニークに定 
まらない (DEA 非効率的な北陸、関西，中国，四国，九州の最適ウェイ トの解 ( ・ 可 。・ U 』 ) はユ 
ニークである ) ・ そこで・本論文では最適ウェイ トの 解をユニークに定めるために，評価者の 
意向に近づけている・この操作が，結果 的に北海道，東北。東京，中部の最適ウェイ トの 適用 
度を低くした   

ここで，東北を例に使って具体的に理由を述べることにする・東北は・ 表 3 で示されてい 
るように・ DEA 非効率的な北陸「関西，中国，四国，九州の参照集合である ・ それゆえ東北の 
最適ウェイト ( ぱ。 ・ 咋 ) は、 DEA 非効率的な北陸，関西，中国，四国，九州が評価に用いた最適 ウェイ ト ｜ ） を と る と ができる ・ つまり，東北のユニークに定める前の最適ウェイ ト 

                L 〃の適用度は ・ 少なくとも北陸・関西「中国，四国，九州と同等である ・ しかし 表 6 の 
分析結果 では東北のユニークに定めた後の最適ウェイト (N ， ，ぃ， ) の適用度は，北陸，関西， 
中国・四国・九州よりもかなり低い ・ これは，他の DEA 効率的な 北晦道 ・東京，中部について 
も当てはまる・すなわち・原因は最適ウェイ トの 解をユニークに定める操作に起因している ・ 

以上の理由から評価者の意向は， 各 電気事業体が評価の際に用いた最適ウェイ ト から離れた 
ものであったことがいえる ・ 言い換えると「評価者の意向は， 各 電気事業体から好まれてい 
ないといえる   
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7 ・ 終わりに 
本論文では集団を構成する評価者と各事業体の合意形成が必要な状況下で，集団の合意 

を形成しながら 統 ―した評価を行うために新たな効率 性 評価法を提案した・そのためには， 
まず評価者の意向と調和 (a( ， ( ・ ()1111110(late)" しついで全事業体群 と " 調和 " すること，つま 
り・     最初に本音の意図を入れて・最後は民主的に決めがことが有効であると考えた ・なぜ 
なら・このような過程を通 じて両者の意向と " 調和 " することで，集団の合意がスムーズに形 
成されるのではないかと考えたからである ・ また，この効率 性 評価法を用いることで， DEA 
効率的と判定された事業体間の更なる優劣比較 や ， DEA 韮 効率的と判定された事業体間の 
優劣比較が行えるようになった ・ 

そして本論文では・ DEA の最適ウェイ トの 解を利用したこの種の議論を行う際に問題点 
となる ・ 解のユニーク性の問題を解決する 1 つの方法を提案した・この方法は， DEA の最適 
ウェイ トの 解を利用する議論全てに対して容易に拡張でき「利用できる・ 

本論文では分析例として・提案した新しい効率 性 評価法を用いて，電気事業体の生産性に 
関する効率性分析を行った・将来の研究テーマとしては，提案した調和的な効率 性 評価法の 
中で・集団と調和 " する際に ， 他の考え方 ( ゲーム理論や組織 論 ) を組み入れる方法を考え 
る必要がある ・ また・文献 [225] で提案された InvertedDEA に適用することで，事業体間の非 
効率の面 から議論することも今後の興味深い課題と考える ・ 
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DMU Y L Consensus 
aluation     dy 干 l Bu 

Cl nC 千二 
卜 r 田 E 

A E D P U ro G 

Manabu  Sugiyama  Yoshiyasu  Yamada 
Science  University  of  Tokyo 

This  paper  proposes  a  new  method  for  building  group  consensus  focusing  on  evaluating  systems  with  the 
observed  values  of  the  multiple  inputs  and  outputs.  Here,  the  systems  means  Decision  Making  Units(DMUs) 
in  Data  Envelopment  Analysis(DEA)   

This  method  is  composed  of  two  parts.  In  the  first  part,  it  evaluates  the  relative  efficiencies  of  DMUs 
by  group  members  with  DEA.  Next,  by  using  weights  of  the  DEA  solutions,  we  define  and  calculate  the 
mutual  evaluation  information  of  group  members.  In  the  second  part,  we  give  the  method  for  making  a 
group  evaluation  which  is  expressed  as  the  group  efficiencies  of  DMUs  by  accommodating  the  difference  of 
their  evaluates. 

It  is  widely  known  that  the  weights  are  not  always  uniquely  determined.  The  mutual  evaluation  informa ﾂ 

tion  which,  we  introduced,  are  calculated  from  the  weights  are  not  always  determined  uniquely  neither.  Here, 
we  proposed  a  method  for  determining  the  weights  uniquely  by  minimizing  square  of  the  weights  differences. 
We  express  the  mutual  evaluation  information  as  a  form  of  matrix  which  we  call  it  as  "Accommodation 
Efficiency  Matrix."  Furthermore,  this  paper  discusses  how  to  calculate  the  group  efficiencies  of  DMUs  by 
using  maximum  eigenvalue  of  this  matrix. 

At  the  end,  this  paper  shows  an  example  which  is  the  productivity  analysis  of  Japanese  electric  power 
industries  by  applying  this  method. 
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